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第５章 施策の展開 

１ 医療（医療と介護の連携） 

（１）在宅医療・介護連携の推進 

 

高齢者が医療を必要とする状態であっても、住み慣れた地域で可能な限り安心

して暮らし続けることができるよう、医療と介護が連携した体制整備を推進して

いく必要があります。医療を必要とする要介護者が増加する中で、本人や家族の

希望に基づき住み慣れた地域で充実した生活を送れるよう、多職種の顔の見える

関係づくりにより医療と介護の関係者の円滑な連携を更に進めるとともに、医療

ニーズに対応した介護サービスの充実等を図ります。 

 

１ 医療・介護連携マップの活用（高齢者支援課） 

 医療と介護の関係者間の連携に必要な情報を集約した「医療・介護連携マップ」を活用

し、医療と介護が連携してサービス提供できる体制づくりを進めます。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

在宅医療・介護連携マップ 関係者へ配布 関係者へ配布 関係者へ配布 

 

 

２ 医療・介護関係者会議の開催（健康増進課・高齢者支援課） 

医師会、歯科医師会、薬剤師会、介護保険事業者など医療と介護の関係者が参画す

る会議において、在宅医療体制の構築や医療・介護連携について課題の抽出や情報共

有を図ります。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

在宅医療推進協議会 年 1回以上 年１回以上 年１回以上 

 

 

３ 在宅医療・介護連携相談体制の充実（高齢者支援課） 

  柳井医師会事務所内に「在宅医療・介護連携相談室」を設置し、地域の医療・介護

関係者等からの在宅医療・介護連携に関する相談の受付を行います。また、必要に応

じて、退院の際の地域の医療関係者と介護関係者の連携調整や、患者・利用者又は家

族の要望を踏まえた地域の医療機関等・介護事業者相互の紹介を行い、在宅医療・介

護連携の取組を支援します。 

 

  

重点 
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４ 医療・介護関係者の研修（高齢者支援課） 

 地域医療・介護関係者の連携強化を図るため、多職種でのグループワーク等の研修

を通じて、地域の医療・介護関係者がお互いの業務の現状、専門性や役割等を知り、

意見交換ができる顔の見える関係を構築するなど、現場レベルでの在宅医療と介護連

携が促進されるよう研修会を開催します。 

 特に、高齢者の誤嚥性肺炎を予防する取組として、医師・歯科医師・薬剤師・リハビ

リ専門職・栄養士・看護職・介護サービス関係者等で研修会や普及啓発事業を行い、多

職種が一体的に取り組む事業を推進していきます。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

研修会の開催数（回） 8 8 8 

普及啓発事業の開催数（回） 1 1 1 

 

 

 ５ 地域住民への普及啓発（高齢者支援課） 

地域の在宅医療・介護連携を推進するためには、医療・介護関係職種の連携だけで

なく、地域住民が在宅医療や介護について理解し、在宅での療養が必要になったとき

に必要なサービスを適切に選択できるようにすることが重要です。このため、「在宅

医療・介護連携マップ」、「在宅訪問歯科診療協力医一覧」、「在宅訪問対応薬局一覧」

等の医療と介護の情報を、医師会、歯科医師会、薬剤師会、介護サービス提供事業者

連絡協議会等と協力し、分かりやすく住民へ情報提供していきます。 

 

 

 ６ 終活支援ノートの活用（高齢者支援課） 

終活支援ノート（人生の最期を迎えるに当たり自身の希望を家族等に伝えるための

ノート）等を作成・配布することにより、高齢者の終末期ケアの在り方や在宅での看

取りについて考えるきっかけづくりを支援します。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

終活支援ノートの配布(部) 500 500 500 
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２ 介護（利用者の視点に立ったサービス提供体制の確立） 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

 

地域包括支援センターは、地域の高齢者の総合相談、権利擁護や地域の支援

体制づくり、介護予防の必要な援助などを行う地域包括ケアシステムの実現に

向けた中核的な機関です。 

引き続き、高齢者を支える多職種連携の強化とネットワークの構築を一層進め、

地域における支援体制の強化を図ります。 

 

 

７ 地域包括支援センターの充実（高齢者支援課） 

 地域における総合的な相談窓口として、市役所本庁に地域包括支援センターを設置

し、生活圏域ごとに３か所の支所を設けています。多様化する相談や困難事例に対応

し、地域包括支援センターの役割に応じた適切な職員配置を図るとともに、事業を円

滑に取り組むための体制整備を行います。 

 

 
平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

地域包括支援センター体制 

本所及び支所 

3か所 

（東部・西部・南部） 

本所及び支所 

3か所 

（東部・西部・南部） 

本所及び支所 

3か所 

（東部・西部・南部） 

 

 【地域包括支援センター体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成２９年４月現在 

本 所 
柳井市役所高齢者支援課内 
 （保健師２人、社会福祉士*２人、主任介護支援専門員*２人、

介護支援専門員１人を配置） 

東部支所 
養護老人ホームあそか苑内 
（社会福祉士 １人を配置） 

西部支所 
老人保健施設まつかぜ内 
（社会福祉士 １人を配置） 

南部支所 
ケアセンターゆうわ内 
（社会福祉士 １人を配置） 

重点 
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８ 地域ケア会議の実施と充実（高齢者支援課） 

個別ケース（個別困難事例）の検討を通じて地域課題を共有し、地域での支援ネッ

トワークづくりを進めるため、医療関係者、介護保険事業者、民生委員・児童委員な

どによる『個別地域ケア会議』を開催します。地域課題を全市的な政策形成につなげ

るため、既存の会議も活用しながら、『地域ケア会議』を開催します。 

 

 平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

個別地域ケア会議（回） 4 4 4 

地域ケア会議（回） 6 6 6 

 

 

【地域ケア会議の体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 地域包括支援センター運営協議会の開催（高齢者支援課） 

 地域包括支援センターが実施する事業について、地域包括支援センター運営協議会

による評価・点検をＰＤＣＡサイクル*の導入により行います。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

地域包括支援センター 

運営協議会 
年 1回以上 年 1回以上 年 1回以上 

               

               

 市レベル  

地域課題の検討 

柳井市地域ケア会議 
・柳井市地域包括支援センター運営協議会 

・柳井市高齢者保健福祉推進協議会 

・柳井市地域密着型サービス運営委員会 

・柳井市在宅医療推進会議 

・柳井市高齢者虐待防止ネットワーク運営協議会 

・柳井市生活支援体制整備事業推進会議 

・認知症初期集中支援チーム検討委員会 

 

 個別レベル  

個別ケースの検討 

 

 

個別地域ケア会議 

既存会議を 

活用 
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（２）認知症対策の推進 

 

増加する認知症の人とその家族が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けるこ

とができるよう、本人や家族への一層の支援を図るとともに、認知症の人の状態

に応じた適切なサービスを提供していく必要があります。特に、第７期計画では、

認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）に基づき、第６期計画の取組を更

に進め、認知症に対する理解促進、「認知症ケアパス」の普及、医療機関との連携、

認知症サポーターの育成、家族介護者への支援など、地域全体で支える体制を構

築し、実効性のある認知症施策を推進します。 

 

 

10 認知症ケアパスの活用促進（高齢者支援課） 

認知症の状態に応じて、「いつ・どこで・どんな種類のサービスや支援を受ければ

よいか」一目でわかる「認知症ケアパス」の活用を広報やホームページ、各種講座等

で普及啓発します。 

 

 

11 認知症サポーターの養成（高齢者支援課） 

認知症への正しい理解を深め、地域で認知症の人及び家族を支え見守る認知症サポ

ーターを「キャラバン・メイト」と連携して養成していきます。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

認知症サポーター（人） 2,600 2,800 3,000 

 

 

12 キャラバン・メイトの育成（高齢者支援課） 

「認知症サポーター養成講座」の講師となる「キャラバン・メイト」の役割を広く

関係機関に周知し、「キャラバン・メイト」の育成を推進します。また「キャラバン

・メイト」の資質の向上に努めます。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

キャラバン・メイト（人） 85 87 90 

 

 

13 認知症地域支援推進員の配置（高齢者支援課） 

「認知症地域支援推進員」を社会福祉法人に配置し、認知症に対する知識の普及と理

解の促進、認知症高齢者及びその家族を支援する事業等を行います。 

 

重点 



78 

14 認知症初期集中支援チームの配置（高齢者支援課） 

認知症の相談に対し、情報収集後、サポート医を含むチーム員で支援の方針を検討

し、初期集中支援を包括的・集中的に行い、認知症の人及び家族に対し支援を行いま

す。 

 

 

15 認知症カフェの運営（高齢者支援課） 

認知症の人及び家族、地域住民が集い、仲間づくりや情報交換が行える「認知症カ

フェ」を運営し、認知症の人の交流の場をつくり、認知症家族介護者の負担軽減を図

ります。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

認知症カフェ(実施か所数) 3 4 5 

 

 

16 徘徊・見守りネットワークの推進（高齢者支援課） 

徘徊により行方不明となった高齢者等を見守り協力事業者と連携して、重大な事故

に遭う前に、早期発見・保護できるよう体制を整備します。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

見守り協力事業者数 70   80 90 

 

 

17 認知症ひとり歩き捜索模擬訓練の支援（高齢者支援課） 

地域で認知症への理解を深め、声かけ・見守り・保護をしていく取組として「認知

症ひとり歩き捜索模擬訓練」が社会福祉法人等で実施されており、継続して実施でき

るよう支援していきます。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

認知症ひとり歩き捜索 

模擬訓練開催数（回） 
2 3 3 
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（３）介護人材の確保 

 

 高齢化が進む中、全国的に介護を担う人材の不足が問題となっています。本市

においても、平成２９年度に実施した介護事業者調査で「職員の確保」は運営上

の最も大きな課題となっています。 

介護人材の確保の取組として、介護の仕事の魅力について積極的にアピール

するとともに、介護従事者の負担軽減と作業効率の向上を図る介護ロボット導

入支援等を行います。 

 

 

18 小中学生の職場見学・職場体験（学校教育課・高齢者支援課） 

  小中学生と介護施設利用者とのふれあいを通して、介護への親しみを持ち、介護職

が将来の職業としての選択肢となり得るよう、小中学生の職場見学・職場体験を推進

します。また、介護事業者や介護従事者自らが、積極的に施設・事業所の地域開放を

行い、小中学生等との交流が進むよう支援を行っていきます。 

 

 

19 介護現場への介護ロボット等導入支援（高齢者支援課） 

特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホーム等の施設整備を進めていくため

には、施設での介護を担う介護人材を安定的に確保していくことが重要です。介護従

事者の負担軽減と作業効率の向上を図るため、介護ロボットやＩＣＴ機器の導入に当

たっては、国の補助事業を活用し支援を図っていきます。 

 

 

20 「介護の集い」の開催（高齢者支援課） 

柳井市介護サービス提供事業者連絡協議会及び柳井地区介護支援専門員連絡協議会

の主催により、介護劇や講演会等の介護イベントを毎年実施しており、介護に対する

正しい理解と介護職に携わる人への理解につながっています。介護に対する地域住民

の理解を更に促進するとともに、介護職に対するイメージアップにつながるよう、支

援していきます。 
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（４）介護を行う家族への支援 

 

家族介護者は、日常生活全般の多岐にわたる世話を行っています。長期にわたる

家族の介護が適切に行われるよう、更に家族の負担が大きくならないよう、介護者

の「介護方法」や「心身の疲労」などに対する支援を充実させる必要があります。 

介護者の負担軽減を図るため、介護やサービスに関する情報の提供や相談対応

などに努めるとともに、経済的負担の軽減を図ります。 

 

 

21 家族介護者教室事業（高齢者支援課） 

  在宅で高齢者を介護している家族を対象に、介護方法、介護予防、家族の健康づ

くり等についての知識、技術を習得することを内容とした介護者教室を開催し、在宅

介護の継続、向上を支援します。 

 

 平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

実施回数（回） 17 17 17 

延参加者数（人） 430 430 430 

 

 

22 家族介護用品支給事業（高齢者支援課） 

  在宅で寝たきり高齢者等を介護している家族に対して、紙おむつを支給すること

により、家族介護者の経済的負担の軽減を図ります。 

 

 平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

利用者数（人） 125 125 125 
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（５）地域共生社会への取組 

 

地域共生社会の実現に向けて、障害福祉サービスを利用していた障がい者が、

６５歳以上になっても安心して円滑に介護保険サービスを利用できるよう、「共

生型サービス」が新たに位置付けられました。 

本市では、障がい者の自立支援のため、従前より障害者総合支援法に基づく

サービス提供を行い、当事者が６５歳を迎えた場合は、介護保険優先の原則に

より、介護保険サービスを適用しています。 

本計画においては、この取組を継承するとともに、介護保険事業所や障害福

祉サービス事業所への「共生型サービス事業所」の円滑な導入など、障がい者

が６５歳以上になっても使い慣れた事業所で安心してサービスを利用できるよ

う努めていきます。 

 

 

23 「共生型サービス事業所」の円滑な導入（社会福祉課・高齢者支援課） 

  介護保険事業計画と障害者福祉計画との整合性を図り、一体的に取り組むことで、

できる限り多くの高齢障がい者が必要なサービスを円滑に受けることができるよう、

地域共生社会の実現に向けて取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域共生社会 

地域共生社会とは、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」、「受け手」と    

いう関係を越えて、地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人

と人、人と資源が世代や分野を越えて、『丸ごと』つながることで、住民一人ひ

とりの暮らしと生きがい、地域を共に創っていく社会を目指すものです。 地域

共生社会は、「地域包括ケアシステム」を包含する概念です。 



82 

（６）介護保険事業の円滑な運営 

 

介護給付適正化の取組は、適正なサービスの確保とその結果としての費用の効

率化を通じた介護保険制度への信頼性を高めるものです。 

介護保険の適正な運営と介護保険サービスの質の向上を図るため、適正化事業

に取り組むとともに、介護保険サービス事業所への指導を行います。 

 

 

24 介護保険制度や介護サービス事業者の情報提供（高齢者支援課） 

  介護保険制度の説明や市内の介護サービス事業所の情報を提供するため、ホームペ

ージに掲載するとともに、介護保険サービスの利用を希望される方には、「利用者の手

引き」や事業所の情報を掲載した「介護サービス事業者一覧」を配布します。 

 

 

25 介護サービス事業者に対する実地指導（高齢者支援課） 

  市内の介護保険サービス事業者を対象に、定期的に実地指導を実施し、適正な運営

の確保及びサービスの質の向上を図ります。また、運営基準違反や不正請求等が疑わ

れる場合には監査を実施し、是正、改善を求めます。 

 

 平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

実地指導事業者数 10 10 10 

 

 

26 要介護認定の適正化【介護給付適正化事業】（高齢者支援課） 

    要介護認定をより適正かつ公平に行うため、新規申請者や区分変更申請者の認定

調査については市直営で実施するとともに、調査票の点検を実施します。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

点検実施率（％） 100 100 100 

 

 

27 ケアプラン*の点検【介護給付適正化事業】（高齢者支援課） 

ケアプランの質の向上を図るために、利用者の状態にあった適切なケアプランに基

づく、適正な給付がなされるよう点検・支援を実施します。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

実施件数（件） 5 15 15 
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28 住宅改修等の点検【介護給付適正化事業】（高齢者支援課） 

住宅改修工事を実施する前に受給者宅の実態確認又は工事費の見積書の点検を行う

とともに、施工後の竣工写真の確認や訪問調査等により、住宅改修の施工状況等の点

検を実施します。 

また、福祉用具利用者等に対する訪問調査（介護支援専門員によるものも含む。）を

行い、福祉用具の必要性や利用状況等について点検することにより、利用者の状況に

応じて必要な福祉用具の利用を進めます。 

 

 

29 縦覧点検・医療情報との突合【介護給付適正化事業】（高齢者支援課） 

  縦覧点検及び医療情報との突合は国民健康保険団体連合会への委託等により実施し

ます。 

・縦覧点検 

受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬*の支払状況（請求明細書内容）を確

認し、提供されたサービスの整合性、算定回数・算定日数等を点検します。 

  ・医療情報との突合 

医療担当部署との更なる連携体制の構築を図りつつ、受給者の後期高齢者医療

や国民健康保険の医療情報と介護保険の給付情報を突合し、給付日数や提供され

たサービスの整合性の点検を行い、医療と介護の重複請求等の確認を行います。 

 

 

30 介護給付費の通知【介護給付適正化事業】（高齢者支援課） 

受給者本人に対して、事業者からの介護報酬の請求及び費用の給付状況等について

通知します。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

発送回数（回） 年 3回 年 3回 年 3 回 
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（７）介護サービス施設の整備 

 

本市が実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」の結果によると、介

護が必要になった場合の居住の意向では、「自宅で暮らしたい」が６０.６％と

在宅での生活を希望する人が高い割合となっています。この在宅生活を望む市

民ニーズに加え、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができ

ることを目指す「地域包括ケアシステム」の構築を進めるため、看護小規模多

機能型居宅介護をはじめとした、在宅介護を支える地域密着型サービスの整備

を中心に進めていきます。  

 

 

31 施設・居住系サービス施設の整備（高齢者支援課） 

本市の介護保険施設等については、第６期までの計画的な整備により一定程度の整

備がなされています。 

第７期計画期間中の施設・居住系サービス等の整備については、その整備方針、見

込量及び入所申込状況等に基づく検討の結果、施設整備計画を以下のとおりとします。 

 

 

区分 現状 整備方針等 

介護老人福祉施設 

(特別養護老人ホーム) 

4施設 

定員 210人 

山口県の介護老人福祉施設入所申込者の状況

等調査結果によると、市内の在宅で要介護３以

上の入所待機者は、平成 28 年度で 21 人、平成

29 年度では 19 人となっており、優先度の高い

入所待機者は増加していません。 

また、本市が進めてきた地域密着型サービス

の整備により、小規模多機能型居宅介護や定期

巡回・随時対応型訪問介護看護などを利用し、

在宅生活を続ける人の増加も期待されます。 

以上のことを踏まえると、介護老人福祉施設

整備の緊急性は認められないことから、第 7 期

計画末までの介護老人福祉施設の整備は見込み

ません。 

介護老人保健施設 
2施設 

定員 200人 

平成 29 年度に市内既存施設で 30 床の増床が

ありました。 

平成 28 年度に隣接町で 40 床の医療施設から

介護老人保健施設への転換がありました。 

市内施設の稼働状況や入所待機者の実績から

は充足していると判断されるため、今期では新

規整備を見込みません。 
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区分 現状 整備方針等 

介護療養型医療施

設・介護医療院 
施設なし 

国は平成 35 年度末をもって、介護療養型医療

施設を廃止し、新たに介護医療院を創設する方

針を示しています。 

本市には、介護療養型医療施設は所在してい

ませんが、隣接町にあって多数の利用者もある

ことから、山口県の方針及び各医療施設の転換

意向なども踏まえ、今後の転換予定を適切に見

込んでいくこととします。 

特定施設入居者生活

介護・介護予防特定施

設入居者生活介護 

軽費老人ホーム* 

（非介護専用型）

50人 

 

有料老人ホーム 

（非介護専用型）

30人 

 

養護老人ホーム 

（外部利用型） 

50人 

本施設については、入所待機者もほとんどな

く、既存の特定施設入居者生活介護事業所によ

るサービス提供で対応できていると判断される

ことから、新規整備を見込みません。 

 

 

32 地域密着型サービス施設の整備（高齢者支援課） 

第７期計画期間中の地域密着型サービスについては、整備方針及び見込量等に基

づく検討の結果、施設整備計画を以下のとおりとします。 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護                  

 

 
 

既整備 

か所数 

平成 30年度 

(2018 年度) 

平成 31年度 

(2019 年度) 

平成 32年度 

(2020 年度) 

整備か所数 

日常生活圏域 1(東部)  
【整備方針】 

市内施設の稼働状況や給付実績からは充足状

態にあると判断されるため、新規整備を見込み

ませんが、医療対応可能な 24時間サービスであ

り、「施設から在宅へ」を実現し、小規模多機能

型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護ととも

に、地域包括ケアの要となるサービスとして、既

存施設の利用を促進します。 

日常生活圏域 2(西部)  

日常生活圏域 3(南央部) 1 

合計 1 
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認知症対応型通所介護                        

 

 
 

既整備 

か所数 

平成 30年度 

(2018 年度) 

平成 31年度 

(2019 年度) 

平成 32年度 

(2020 年度) 

整備か所数 

日常生活圏域 1(東部)  
【整備方針】 

市内施設の稼働状況や給付実績からは充足状

態にあると判断されるため、新規整備を見込み

ません。 

 

 

 

 

日常生活圏域 2(西部)  

日常生活圏域 3(南央部) 1 

合計 1 

 
 

小規模多機能型居宅介護                         

 

 
 

既整備 

か所数 

平成 30年度 

(2018 年度) 

平成 31年度 

(2019 年度) 

平成 32年度 

(2020 年度) 

整備か所数 

日常生活圏域 1(東部) 
1 

(25人) 

整備方針】 

市内施設の稼働状況や給付実績からは充足状

態にあると判断されるため、新規整備を見込み

ませんが、在宅介護を支えるサービスとして、

より一層の利用を促進します。 

 

 

 

日常生活圏域 2(西部)  

日常生活圏域 3(南央部) 
1 

(25人) 

合計 
2 

(50人) 

 
 

看護小規模多機能型居宅介護                         

【整備方針】 

 医療行為も含めた多様なサービスを提供でき、在宅介護を支えるサービスとして必要な   

施設であるため、西部に 1か所の新規整備を行います。 

 

 
 

既整備 

か所数 

平成 30年度 

(2018 年度) 

平成 31年度 

(2019 年度) 

平成 32年度 

(2020 年度) 

整備か所数 

日常生活圏域 1(東部)     

日常生活圏域 2(西部)   
1 

(29人) 
 

日常生活圏域 3(南央部)     

合計 0  
1 

(29人) 
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認知症対応型共同生活介護施設（グループホーム）                   

【整備方針】 

現在、3圏域に 1か所以上が開設されており、バランス良く整備されていると判断される   

ものの、入所待機者もおり、認知症高齢者の増加とともに需要の増大も見込まれるため、   

西部に 1か所の新規整備を行います。 

 

 
 

既整備 

か所数 

平成 30年度 

(2018 年度) 

平成 31年度 

(2019 年度) 

平成 32年度 

(2020 年度) 

整備か所数 

日常生活圏域 1(東部) 
2 

(27人) 
   

日常生活圏域 2(西部) 
1 

(18人) 
 

1 

(18人) 
 

日常生活圏域 3(南央部) 
2 

(27人) 
   

合計 
5 

(72人) 
 

1 

(18人) 
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３ 予防（介護予防の推進と高齢者の多様な社会参加） 

（１）健康づくりへの支援 

 

本市では、「柳井市健康づくり計画」を中心に、健康寿命*の延伸に向けた生活

習慣病*の発生や重症化の予防、心身機能の維持向上を図る取組を進めてきまし

た。今後についても、「柳井市健康づくり計画」と連携するかたちで、高齢者の

ライフステージ・ライフスタイルに応じた健康教育、健康相談などの取組を行

っていきます。 

 

 

33 健康手帳の交付（健康増進課） 

健康手帳は、健康診査の記録、その他健康の保持のために必要な事項を記載し、自

らの健康管理と適切な医療の確保に資するために交付するものです。医療の記録や生

活習慣病予防についても活用されるように周知していきます。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

健康手帳の交付数（冊） 750 750 750 

 
 

34 健康教育（健康増進課） 

健康への関心を高め、健康づくりの実践者を増やすとともに、心身両面の健康づくり

や生活習慣病予防に関する知識や技術の普及啓発のため、教室や出前講座を行います。 
 

 平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

教室・出前講座（回） 55 60 65 

参加者数（人） 600 650 700 

 
 

35 健康相談（健康増進課） 

毎週月・水・金曜日を「健康相談の日」として、心身の健康について、保健師・栄

養士が個別の相談に応じ、必要な指導・助言を行います。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

重点健康

相談 

健康相談（回） 3 3 3 

参加者数（人） 100 100 100 

総合健康

相談 

健康相談（回） 150 150 150 

参加者数（人） 550 550 550 
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36 健康診査【国民健康保険の特定健診】（市民生活課） 

生活習慣病を引き起こすメタボリックシンドローム*（内臓脂肪症候群）を早期に

発見、予防するため、特定健康診査*及び特定保健指導を行い、生活習慣の改善を図

るとともに、生活習慣病の有病者及び予備群の減少を図ります。 
 

 平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

特定健診受診者数（人） 1,730 1,780 1,840 

受診率（％） 27 29 31 

 
 

37 がん検診（健康増進課） 

死亡原因の第１位であるがんは、早期発見、早期治療により治る確率が高くなるだ

けでなく、治療後のＱＯＬ*（生活の質）の低下も防ぐことができます。がん検診の

受診者が増えるよう普及啓発や受診しやすい体制づくりを進めます。 
 

 平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

胃がん 
受診者数(人) 540 600 600 

受診率（％） 6.0 6.2 6.6 

子宮がん 
受診者数(人) 500 560 600 

受診率（％） 10.0 11.0 12.0 

肺がん 
受診者数(人) 1,650 1,700 1,750 

受診率（％） 12.2 12.5 12.9 

大腸がん 
受診者数(人) 1,220 1,290 1,360 

受診率（％） 9.0 9.5 10.0 

乳がん 
受診者数(人) 580 590  600 

受診率（％） 13.4 13.6 14.0 

 
 

38 食生活改善推進事業（健康増進課） 

生活習慣病や高齢者の低栄養などを防ぎ、健康増進を図るためには、食生活が重要

です。地域で、食生活を中心とした健康づくりの輪を広げていくために、食生活改善

推進員による各種教室の開催等の食生活改善推進協議会活動を支援します。 
 

 平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

食生活改善推進研修（回） 13 13 13 

生活習慣病予防教室（人） 1,200 1,200 1,200 

母子の健康・貧血予防教室(人) 330 330 330 

高齢者の健康・食生活教室（人) 700 700 700 

対話訪問(人) 850 850 850 
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39 高齢者の予防接種（健康増進課） 

高齢者がインフルエンザに罹患すると肺炎になりやすく、肺炎になった場合の死亡

率は高齢になるほど高まります。また、肺炎球菌感染症も何らかのきっかけで進展す

ると、気管支炎、肺炎、敗血症などの重い合併症を引き起こすことがあります。イン

フルエンザ、肺炎球菌感染症の重症化や合併症を予防するため、予防接種法に基づき

、インフルエンザ予防接種、肺炎球菌予防接種を行います。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ接種件数（件） 6,400 6,400 6,400 

肺炎球菌接種件数（件） 1,100 230 230 
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（２）介護予防の推進 

 

高齢社会を迎え、だれもができるだけ長く自立した生活を送るためには、元

気なうちから介護予防について理解を深め、活動的な生活を送る必要がありま

す。そのために、介護予防に関する知識を深めるための情報提供や教室を開催

するとともに、自らの介護予防に加え、地域において介護予防活動を行うこと

ができる地域活動組織を育成・支援していきます。 

 

 

40 介護予防普及啓発事業（高齢者支援課） 

介護予防の基本的な知識の普及啓発を行うため、健康体操教室、水中運動教室、口

腔ケア教室を開催します。参加者が教室への参加をきっかけとして、その後の介護予

防に資する運動等を継続して行えるよう支援します。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

健康体操

教室 

開催日数（日） 17 20 23 

延参加者数(人) 180 180 200 

水中運動

教室 

開催日数（日） 12 12 12 

延参加者数(人)   360 360 360 

口腔ケア

教室 

開催日数（日） 1 1 1 

参加者数(人) 30 30 40 

 

41 筋力向上トレーニング事業（元気アップ教室）（高齢者支援課） 

転倒や骨折等による寝たきりを防止するために、筋力の向上と運動の習慣化を目的

として「元気アップ教室」を実施します。 
 

 平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

利用人数（人） 40 40 40 

延参加回数(回) 440 440 440 

 

 

42 地域住民グループ活動支援事業（高齢者支援課） 

婦人会等の住民グループによる地域活動の中で、介護予防を目的とした定期訪問や会食

等を行い、高齢者の寝たきり予防対策・安否確認・孤立感の解消等の支援を行います。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

グループ数 3 3 3 
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43 「ふれあいいきいきサロン」の活動支援（高齢者支援課・市社会福祉協議会） 

高齢者の定期的な集いの場の創出を目的に市社会福祉協議会が推進する「ふれあい

いきいきサロン」の新規設立に対し支援を行います。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

支援団体数 3 3 3 

団体数 34 35 36 

 

 

44 介護予防拠点支援事業（高齢者支援課） 

 地域の集会所等を利用し高齢者の介護予防を目的に通所型の事業を行う非営利団体

（医療職従事経験者が所属するもの）に対し支援を行います。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

団体数 2 2 2 

利用者数（人） 600 600 600 

 

 

45 介護予防・生活支援サービス事業における「訪問型サービス」（高齢者支援課） 

訪問型サービスでは、現行の介護予防訪問介護相当のサービス（訪問介護員による

身体介護）や緩和した基準によるサービス（訪問型サービスＡ：離島などの生活支援

サービスの確保が難しい地域で生活している人に対する生活援助等）を実施します。  

また、新たなサービスとして、ＮＰＯやボランティア等の住民が主体となって活動

する「住民主体による訪問型サービス」の検討をしていきます。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

訪問介護相当サービス 

（人）／月 
10 10 10 

訪問型サービスＡ 

（人）／月 
10 10 10 
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46 介護予防・生活支援サービス事業における「通所型サービス」（高齢者支援課） 

通所型サービスでは、現行の介護予防通所介護相当のサービス（生活機能*の向上

のための機能訓練等）や緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ：体操やレ

クリエーションの運動等、通所型サービスＣ：具体的な生活動作改善の目標を立て専

門職による短期集中型の支援）を実施します。 

また、新たなサービスとして、ＮＰＯやボランティア等の住民が主体となって活動

する「住民主体による通所型サービス」の検討をしていきます。 

 

 平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

通所介護相当サービス 

（人）／月 
200 200 200 

通所型サービスＡ 

（人）／月 
10 10 10 

通所型サービスＣ 

（人）／月 
3 5 7 
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（３）高齢者の生きがい活動支援 

 

平均寿命の延伸により長くなった高齢期に、生きがいを持って、自立して生

活することは健康を保持していくためにも重要です。充実した高齢期を過ごす

ために、住み慣れた地域での住民相互のふれあい、世代間の交流、生涯学習活

動等の充実を図り、高齢者の生きがいづくりや仲間づくりを支援します。 

 

 

47 老人クラブの活動支援（高齢者支援課） 

高齢者の社会活動の基礎的な組織として大きな役割を果たしている老人クラブが実

施する健康づくり、環境美化活動、交通安全運動などの活動や、文化活動、世代間交

流など地域福祉活動の担い手としての活動を支援します。また、高齢者の地区活動が

途切れることなく、引き続き活動できる環境づくりやリーダー養成研修の実施等によ

り、老人クラブの担い手となる人材育成の支援に取り組みます。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

団体数 37 37 37 

会員数（人） 1,250 1,250 1,250 

 

 

48 生涯学習・文化活動・スポーツ活動の推進（高齢者支援課） 

自分の興味のある分野や趣味があると人生が充実します。様々な情報を得ることが

できる現代の情報社会においては、高齢となってから新しいことに興味を持ち、挑戦

できる機会があります。公民館等で開催されている老人大学の活動を引き続き支援す

るとともに、共通の目的を持つ高齢者の仲間づくりを支援します。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

老人大学数 6 6 6 

利用者数（延べ人数） 1,500 1,500 1,500 

 

 

49 地域福祉活動と福祉ボランティア活動の支援（高齢者支援課） 

地域のひとり暮らしや寝たきりの高齢者が増えていく中、元気な高齢者は地域福祉

の重要な支援者となっています。今後ますます必要とされる高齢者相互の支援活動の

取組を支援します。 

また、地域のボランティア団体も高齢化が進み、後継者不足が問題となっています。

定年を迎えた世代などを地域のリーダーとして養成するとともに、市民活動センター

と連携して活動の支援を行います。 



95 

50 シルバー人材センターの支援（商工観光課） 

高齢化の進行が見込まれる中、地域社会の活力を維持するためには、豊富な知識や

経験を持つ高齢者が、その能力を発揮できるよう、高齢者の就労支援を行います。「

柳井広域シルバー人材センター」の運営支援により、働くことを通じて、生きがいや

就労意欲のある高齢者の活動の場を提供します。 
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４ 住まい（安心して暮らせる住環境整備） 

（１）高齢者の住まいに関する支援 

 

本市に住む高齢者は、持ち家の比率が高くなっていますが、バリアフリー化さ

れていない住宅も多く見られます。高齢となっても地域で安心して住み続けるこ

とができるよう、高齢者が暮らす住宅のバリアフリー化の促進を図るとともに、

サービス付き高齢者住宅などの多様な住まいの整備を図ります。 

 

 

51 住宅改修等への支援（高齢者支援課） 

介護保険制度に基づき、身体能力の低下により生活に不適合となった住居について、

手すりの取付けや段差の解消等を行い、住環境を整備し、在宅生活の維持及び安全性の

向上を図ります。 

 

 

52 市営住宅の優先枠制度（都市計画・建築課） 

市営住宅の入居募集の際、高齢者世帯で一定の要件を備えている場合、「優先枠制度」

による優遇措置を行います。 

 

 

53 多様な住まいの確保・提供（高齢者支援課、都市計画・建築課） 

虚弱やひとり暮らしなど、見守りや生活支援が必要な高齢者が、所得や要介護度に応

じて安心して生活ができる住まいを選択できるよう、サービス付き高齢者向け住宅や有

料老人ホームなど、多様な住まいの確保・提供に努めます。 

 

 

54 養護老人ホームへの措置（高齢者支援課） 

環境上及び経済的な理由などにより、居宅での養護又は介護が困難な高齢者に対し

て、養護老人ホームへの入所措置を行います。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

養護老人ホームの利用者数（人） 55 55 55 
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５ 生活支援（住み慣れた地域で生活できる体制づくり） 

（１）在宅生活の支援 

 

多くの高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で、在宅での生活を続けることを希

望しています。このため「住み慣れた地域で高齢者が自立して生活」できるよう、

ニーズに対応したきめ細やかな生活支援サービスの充実を図る必要があります。 

在宅での生活を支援するため、高齢者とその家族、あるいは、ひとり暮らし高齢

者などのニーズに対応した日常生活活動への支援とともに、地域の支え合いの仕組

みづくりを進めていくため、市社会福祉協議会と連携し、地区社協圏域を単位とし

て協議体の設置や生活支援コーディネーターの配置に取り組みます。 

 

 

55 生活支援体制整備事業（高齢者支援課・市社会福祉協議会） 

高齢者ひとり世帯や高齢者のみの世帯が増加する中、支援を必要とする高齢者が住

み慣れた地域で暮らし続けていくためには、地域住民が主体となって支援する体制づ

くりが必要となっています。このため、地区社協圏域を単位とした協議体の設置を行

い、生活支援コーディネーターと生活支援サービスの提供主体（地域住民、ＮＰＯ法

人、民間企業、ボランティア、社会福祉法人等）が連携して、高齢者の在宅生活を地

域で支える仕組みづくりを市社会福祉協議会と連携して推進します。 

 

 平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

第 2層協議体数 6 9 13 

第 2層生活支援 

コーディネーター（人） 
6 9 13 

 

重点 



98 

 

56 寝具乾燥消毒サービス（高齢者支援課） 

寝具類の衛生管理が困難な高齢者等に対して、快適な生活の確保と保健衛生の向上

を目的として、寝具類の洗濯、乾燥及び消毒を行い、ひとり暮らし高齢者等の生活を

支援します。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

利用者数（人） 50 50 50 

利用枚数（枚） 170 170 170 

 

 

57 訪問理美容サービス（高齢者支援課） 

一般の理美容サービスを利用することが困難な要援護高齢者等に対して、生活支援

対策の一環として訪問し、理美容サービスを提供することで、高齢者が地域社会の中

で引続き生活できるよう支援します。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

利用者数（人） 10 10 10 

利用回数（回） 22 22 22 

 

 

58 はりきゅう施術費の助成（高齢者支援課） 

 ７０歳以上の国民健康保険被保険者以外の高齢者に対して、月１０回を限度として

はりきゅう施術費用の一部を助成します。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

利用者数（人） 140 140 140 

 

 

59 日常生活用具給付事業（高齢者支援課） 

６５歳以上のひとり暮らし高齢者等に対して、日常生活用具（電磁調理器・自動消

火器・すべり止めマット）を給付し、日常生活の利便性の向上を図ります。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

利用者数（人） 3 3 3 
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60 生活管理指導短期宿泊事業（高齢者支援課） 

 基本的生活習慣及び対人関係能力の欠如等により、日常生活を営むのに支障がある

概ね６５歳以上の高齢者が養護老人ホームに短期宿泊することで、日常生活に対する

指導・支援を受け、基本的生活習慣の確立が図られるよう支援します。 

 
 平成 30年度 

(2018年度) 
平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

利用者数（人） 2 2 2 

 

 

61 住宅改修支援事業（高齢者支援課） 

居宅介護支援事業所と契約のない居宅要支援及び居宅要介護被保険者の住宅改修

理由書の作成を行った事業所に対して、業務に係る費用を支援することにより住宅改

修の円滑な利用につなげます。 

 
 
 

平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

利用者数（人） 5 5 5 
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（２）高齢者の移動支援 

 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査によると、自分で運転をしている人のうち、

４３％の人に認知機能低下のリスクがあり、今後の安全対策や自家用車を運転でき

なくなった場合の移動手段の検討が必要となっています。車を手放した人に、買い

物や通院に利用できる移動手段を確保できるかどうかは差し迫った課題でもありま

す。そのため、高齢者の移動支援に対する仕組みづくりを検討していきます。 

 

 

62 高齢者福祉タクシー利用助成（高齢者支援課） 

７５歳以上で車、バイク等の交通手段がない住民税非課税世帯の人を対象として、

日常生活の利便性、社会参加の拡大及び経済的負担の軽減を図るため、タクシー券を

交付し利用料金の一部助成を行います。 

 
 
 

平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

利用者数（人） 810 830 830 

 

 

63 福祉車両貸出サービス（市社会福祉協議会） 

車いすの高齢者等へ市社会福祉協議会の福祉車両を貸し出し、病院・施設等への送

迎、買い物・レクリエーション等のために利用されることにより、高齢者の閉じこも

りを防ぎ、地域社会の中で引き続き生活できるよう支援します。 

 
 
 

平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

利用者数（人） 8 8 8 

利用回数（回） 60 60 60 
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（３）高齢者の安心・安全の推進 

 

認知症等により判断能力が低下したことで、各種手続や金銭管理等を行うことが難し

く、必要な支援やサービス利用につながっていないケースや、養護者等からの虐待によ

り権利侵害を受けているケースなど、高齢者の権利擁護の充実が求められています。認

知症などにより判断能力の低下がみられる場合には、関係機関と連携して地域福祉権利

擁護事業や成年後見制度などの活用により、高齢者の権利を守ります。 

また、高齢者が交通事故の被害に遭ったり、事故を引き起こしたりすること

も多くなってきました。高齢者が振り込め詐欺や悪質な販売方法の被害に遭う

ことも報告されています。高齢者向けの交通安全教育や消費者教育の充実を図

ります。 

 

 

64 地域福祉権利擁護事業（市社会福祉協議会） 

認知症・知的障がい者・精神障がい者などで判断能力が十分でない人は、各種福祉

サービスや金銭管理等を行うことが難しく、必要な支援やサービス利用につながらな

いケースもあることから、「地域福祉権利擁護事業」の活用を図ります。 

 

 

65 成年後見制度等の利用促進（高齢者支援課） 

認知症・知的障がい者・精神障がい者等が判断能力の低下により、財産管理や契約

行為などが困難になった場合に成年後見人等（成年後見人、保佐人、補助人）を選任

することで安心して生活を継続できるよう、成年後見制度の活用を図ります。 

 
 
 

平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

利用件数（件） 1 1 1 

 

 

66 民生委員・児童委員の相談活動（社会福祉課） 

地域において、高齢者家庭の様々な相談に応じ、市と連携を図り、生活支援サービ

ス等の情報提供を行います。 

 

 

67 高齢者虐待の防止・早期発見（高齢者支援課） 

 高齢者虐待は、虐待する養護者が問題を抱えており、虐待する者と虐待される者

が相互に依存している場合も多く、対応が非常に困難な事例がほとんどです。 

高齢者虐待の防止や早期発見のため、柳井市高齢者虐待対応マニュアルに基づき、虐

待を受けた高齢者の迅速かつ適切な保護及び養護者に対する適切な支援を行います。 
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68 緊急通報システム（高齢者支援課・社会福祉課） 

７５歳以上のひとり暮らしの高齢者、６５歳以上の高齢者世帯で慢性疾患がある人

等緊急時の連絡体制を整備する必要がある人に対して、通報装置を貸与し、安否確認、

急病等の緊急時に迅速かつ適切な対応を行います。 

 
 
 

平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

緊急通報システムの利用者数（人） 265 270 270 

 

 

69 地域見守り型配食サービス（高齢者支援課） 

ボランティアよる調理・配達・会食等を月１回から２回行い、安価で栄養バランス

のとれた配食と、安否確認や地域とのふれあいを重視した活動を行っていきます。 

 
 
 

平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

配食数（食） 9,300 9,300 9,300 

 

 

70 地域見守り協定（社会福祉課・高齢者支援課・市社会福祉協議会） 

配達や訪問業務等を行う民間事業者と見守りに関する協定を結ぶことにより、協定

締結事業者が日常業務において高齢者等の異変に気付いた場合に、市や市社会福祉協

議会に通報します。 

 
 
 

平成 30年度 
(2018年度) 

平成 31年度 
(2019年度) 

平成 32年度 
(2020年度) 

協定事業者数 50 55 60 

 

 

 

 

 

 

  


